
          現在

単位：円

資産の部 757,039,896 負債の部 622,149,882

Ⅰ　流動資産 665,343,770 Ⅰ　流動負債 592,255,753

現金及び預金 38,674,661 買掛金 531,791,362

売掛金 392,650,266 未払金 20,785,155

預け金 88,046,422 未払消費税等 21,210,000

原材料 126,166,414 未払費用 8,135,878

副材料 1,103,891 預り金 931,958

仕掛品 879,269 賞与引当金 9,401,400

貯蔵品 14,384,167

前払費用 8,698

未収入金 3,430,982

貸倒引当金 ▲ 1,000

Ⅱ　固定負債 29,894,129

Ⅱ　固定資産 91,696,126 未払金 5,819,629

１．有形固定資産 87,051,014 退職給付引当金 24,074,500

建物 38,978,287

構築物 2,853,144

機械装置 32,796,914

車両運搬具 1,018,338 純資産の部 134,890,014

工具器具備品 1,517,357 株主資本 134,890,014

リース資産 9,886,974 １．資本金 40,000,000

２．無形固定資産 1,000

電話加入権 1,000 ２．利益剰余金 94,890,014

３．投資その他資産 4,644,112 利益準備金 1,000,000

繰延税金資産 4,229,612 その他利益剰余金 93,890,014

敷金及び保証金 414,500 繰越利益剰余金 93,890,014

757,039,896 757,039,896
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注　記　表
（重要な会計方針）

１．棚卸資産の評価方法及び評価基準

　評価基準、評価方法は下記のとおりとなっております。

（１）原材料・仕掛品・製品・商品 総平均法による原価法

（２）副材料・貯蔵品 移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産 定額法

（２）無形固定資産 定額法

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による

繰入率に基づく繰入限度額により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しております。

（２）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき

計上しております。

（3）賞与引当金　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与に充てる支給見込額に基づき計上しております。　　

４．リース取引の処理法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式によっております。

（株主資本等変動計算書の注記）

事業年度の末日における発行済株式の種類及び数

普通株式 1,000 株
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